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４ 予算情報

■令和5年度5月補正政策予算説明資料

（1）給付対象者等 (基準日：令和５年６月１日 下関市の住民基本台帳に記録された世帯)

ア 令和５年度住民税非課税世帯以外の世帯で、令和５年１月１日から９月３０日まで
　 の間に家計が急変し、住民税非課税相当の収入となった世帯は、申請書による受付

令和５年度住民税非課税世帯：４０，０００世帯
ア 基準日時点で下関市に在住している令和４年度価格高騰緊急支援給付金の支給を
　 受けた世帯のうち、口座振込をした世帯はプッシュ型で支給（原則手続不要）
イ ア以外の世帯は、確認書送付若しくは申請書による受付
家計急変世帯：３００世帯
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補正前 補正額

支給可となった世帯のうち、
給付金を支給した世帯の割合

100％

開 始 年 度 令和5年度

指標説明 最終（R５年度）

概　　要

令和５年度の
主な取組

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響が著しい、令和５年度住民
税非課税世帯等に対して、１世帯あたり３万円を支給するもの。

　令和５年度住民税均等割が非課税となった世帯及び予期せず令和５年１
月から令和５年９月に家計が急変した世帯に対して、１世帯あたり３万円
を支給する。

R４(実績)単位 R６R５

担 当 課 名 福祉政策課

第７章　第５節　低所得者福祉の充実 実施計画番号 ―

様式１（ソフト事業） 福祉部

事 業 名

予 算 区 分

総合計画の体系

一般会計　民生費　社会福祉費　臨時特別給付金給付事業費

住民税非課税世帯等に対する価格高騰重点支援給付金給付事業


